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○市立伊勢総合病院医師及び看護師奨学金の貸与に関する条例施行

規程 

平成24年10月10日 

病院事業管理規程第７号 

 (趣旨) 

第１条 この規程は、市立伊勢総合病院医師及び看護師奨学金の貸与に関

する条例(平成24年伊勢市条例第27号。以下「条例」という。)の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。 

(申請) 

第２条 奨学金の貸与を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、

奨学金貸与申請書(様式第１号)に次の各号に掲げる書類を添えて、伊勢

市病院事業管理者(以下「管理者」という。)に提出しなければならない。 

(１) 条例第２条に規定する大学及び看護師養成所(以下「大学等」とい

う。)の在学証明書 

(２) 履歴書 

(３) 住民票の写し 

(４) 連帯保証人の前年の所得を証明する書類 

(５) 前各号に掲げるもののほか、管理者が必要と認める書類 

(連帯保証人) 

第３条 条例第５条に規定する連帯保証人は、次に掲げる要件に該当する

者とし、申請者が奨学金の貸与を受けることとなった場合は当該申請者

と連帯してその返還債務を負担するものとする。 

(１) 連帯保証人のうち１人は、申請者の父又は母(父及び母がともにな

い場合は、これらに代わる者として管理者が認める者)であること。 

(２) 連帯保証人の他の１人は、前号に規定する者以外の者であって、

独立の生計を営む成年者であること。 
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(３) この条例による奨学金に係る他の被貸与者の連帯保証人になって

いないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、管理者が保証能力があると認めた場合は、

その者を連帯保証人とすることができる。 

３ 申請者又は被貸与者は、連帯保証人が次の各号のいずれかに該当した

場合は、速やかに代わりの連帯保証人を立てなければならない。ただし、

管理者がやむを得ないと認めた場合は、この限りではない。 

(１) 死亡したとき。 

(２) 第１項の要件に該当しなくなったとき。 

(３) 破産手続開始の決定を受けたとき。 

(４) その他連帯保証人として適当でなくなったと認められるとき。 

４ 申請者又は被貸与者は、前項の規定により連帯保証人を立てる場合は、

連帯保証人変更届(様式第１号の２)に連帯保証人となる者の前年の所得

を証明する書類を添えて管理者に提出しなければならない。 

(決定及び通知) 

第４条 管理者は、第２条に規定する申請書の提出があったときは、書類

審査及び面接により貸与の適否を決定し、奨学金貸与可否決定通知書(様

式第２号)により、申請者にその結果を通知するものとする。 

２ 管理者は、前項の決定をする場合において、必要があると認めるとき

は、申請者及び連帯保証人からあらかじめ同意を得た上で、必要な調査

を行うことができる。 

３ 第１項の規定により、奨学金を貸与する旨の通知があった申請者は、

誓約書(様式第３号)及び奨学金口座振込依頼書(様式第４号)を管理者に

提出しなければならない。 

(貸与の辞退) 

第５条 被貸与者が、奨学金の貸与を辞退しようとするときは、奨学金貸



3/7 

与辞退届(様式第５号)を管理者に提出しなければならない。 

(取消し等の手続) 

第６条 管理者は、条例第８条の規定により奨学金の貸与の決定を取り消

し、又は条例第９条の規定により奨学金の貸与を休止し、若しくは保留

したときは、奨学金貸与取消等決定通知書(様式第６号)により当該被貸

与者に通知するものとする。 

(借用証書) 

第７条 被貸与者は、奨学金を貸与する期間が満了し、又は条例第８条の

規定により奨学金の貸与の決定が取り消されたときは、直ちに奨学金借

用証書(様式第７号)を管理者に提出しなければならない。 

(返還の方法) 

第８条 条例第12条の規定による奨学金の返還は、一括払い、月賦又は半

年賦の均等払その他管理者が認める方法により行うものとする。ただし、

繰上返還を妨げない。 

２ 被貸与者は、奨学金を返還するときは、奨学金返還届(様式第７号の２)

を管理者に提出しなければならない。 

(返還債務の履行猶予の申請) 

第９条 条例第10条の規定により奨学金の返還債務の履行の猶予を受けよ

うとする者(以下「返還猶予申請者」という。)は、奨学金返還猶予申請

書(様式第８号)に、その理由を証する書類を添えて管理者に提出しなけ

ればならない。 

(返還債務の履行猶予の決定及び通知) 

第10条 管理者は、前条の申請書の提出があったときは、書類審査等によ

りその適否を決定し、奨学金返還猶予(不承認)決定通知書(様式第９号)

により、返還猶予申請者にその結果を通知するものとする。 

(返還債務免除の申請) 
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第11条 条例第11条の規定により奨学金の返還債務の免除を受けようとす

る者(以下「返還免除申請者」という。)は、奨学金返還免除申請書(様式

第10号)に、その理由を証する書類を添えて管理者に提出しなければなら

ない。 

(返還債務免除の決定及び通知) 

第12条 管理者は、前条の申請書の提出があったときは、書類審査等によ

りその適否を決定し、奨学金返還免除(不承認)決定通知書(様式第11号)

により、返還免除申請者にその結果を通知するものとする。 

(勤務期間の計算) 

第13条 条例第11条第１項第１号の勤務期間は、市立伊勢総合病院(以下

「市立病院」という。)の医師又は看護師となった日の属する月から市立

病院の医師又は看護師でなくなった日の属する月の前月(その日が月の

末日であるときは、その日の属する月)までの月数により計算するものと

する。 

２ 勤務期間に休職(業務に起因する休職を除く。)、地方公務員の育児休

業等に関する法律(平成３年法律第110号)第２条に規定する育児休業、家

族が傷病により看護を必要とする場合における職務に専念する義務の免

除又は停職(以下「休職等」という。)の期間があるときは、休職等の期

間の開始の日の属する月から休職等の期間の終了の日の属する月の前月

(休職等の期間の終了の日が月の末日の場合は、休職等の期間の終了の日

の属する月)までの月数を前項の規定により計算した勤務期間から控除

するものとする。この場合において、休職等の期間が終了した日の属す

る月において再び休職等の期間が開始したときは、その月を１月として

控除するものとする。 

３ 伊勢市病院企業職員就業規程(平成17年伊勢市病院事業管理規程第７

号)第７条の規定によりその例によることとされる伊勢市職員の勤務時
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間、休暇等に関する条例(平成17年伊勢市条例第28号)の規定により介護

休暇の承認を受けて勤務しなかった期間があるときは、当該期間(月によ

り期間を計算する場合にあっては、民法(明治29年法律第89号)第143条の

規定により計算するものとし、１月に満たない期間がある場合及び１時

間を単位とする期間がある場合にあっては、これらの期間を合算するも

のとし、日を月に換算するときは30日をもって１月とし、時間を日に換

算するときは７時間45分をもって１日として計算するものとし、１月未

満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。)を第１項の規定

により計算した勤務期間から控除するものとする。 

４ 地方公務員の育児休業等に関する法律第10条第１項に規定する育児短

時間勤務をしている職員又は同法第17条に規定する短時間勤務をしてい

る職員として在職した期間があるときは、当該期間から当該期間に算出

率(伊勢市職員の育児休業等に関する条例(平成17年伊勢市条例第29号)

第17条の規定により読み替えられた伊勢市職員給与条例(平成17年伊勢市

条例第42号)第６条第４項に規定する算出率をいう。)を乗じて得た期間

を控除して得た期間(30日をもって１月として計算するものとし、１月未

満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。)を第１項の規定

により計算した勤務期間から控除するものとする。 

(返還債務の免除の額) 

第14条 条例第11条第２項の規定により免除することができる返還債務の

額は、貸与を受けた奨学金の額に同条第１項第１号に規定する勤務期間

(既に、同条第２項の規定による免除がされているときは、当該免除に係

る額の計算の基礎となった勤務期間を控除した期間とする。)を同条第１

項第１号に規定する勤務すべき期間で除して得た額を乗じて得た額に相

当する額とする。 

(届出の義務) 
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第15条 被貸与者は、次の各号のいずれかに該当するときは、変更事項等

届(様式第12号)にその該当する事実を証明する書類を添えて、10日以内

にその旨を管理者に届け出なければならない。 

(１) 氏名又は住所を変更したとき。 

(２) 修学に堪えない程度の心身の故障を生じたとき。 

(３) 大学等を退学したとき。 

(４) 大学等を休学し、又は停学の処分を受けたとき。 

(５) 大学等に復学したとき。 

(６) 留年したとき。 

(７) 連帯保証人の氏名又は住所に変更があったとき。 

２ 被貸与者は、市立病院以外の医療機関において臨床研修、専門研修若

しくは条例第10条第３号の研修等を開始し、又は研修先を変更したとき

は、研修等開始届(様式第13号)に次に掲げる書類を添えて、管理者に届

け出なければならない。 

(１) 医師免許証の写し(臨床研修を開始した場合に限る。) 

(２) 就業証明書又は雇用契約書の写し 

３ 現に奨学金の貸与を受け、又は返還債務の履行の猶予を受けている被

貸与者(市立病院に勤務している者を除く。)は、毎年度、管理者が定め

る日までに、現況届(様式第14号)に次に掲げる書類を添えて、管理者に

届け出なければならない。 

(１) 在学証明書(被貸与者が学生である場合に限る。) 

(２) 成績証明書(被貸与者が学生である場合に限る。) 

(３) 就業証明書又は雇用契約書の写し(被貸与者が医師である場合に

限る。) 

４ 被貸与者が死亡したときは、その遺族又は連帯保証人は、その死亡の

事実を証明する書類を添えて、管理者に届け出なければならない。 
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(その他) 

第16条 この規程に定めるもののほか、奨学金の貸与に関し必要な事項は、

管理者が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この規程は、公表の日から施行する。 

(経過措置) 

２ この規程による改正後の市立伊勢総合病院医師及び看護師奨学金の貸

与に関する条例施行規程の規定は、この規程の施行の日(以下「施行日」

という。)以後の申請から適用し、施行日前の申請については、なお従前

の例による。 

附 則(平成25年３月27日病管規程第２号) 

この規程は、公表の日から施行し、平成24年12月１日から適用する。 

附 則(平成30年３月30日病管規程第１号) 

この規程は、公表の日から施行する。 

 

 様式第１号～様式第14号  － 掲載省略 － 

 


